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1．当中間期決算に関する定性的情報 

(1)経営成績に関する説明 

 当中間連結会計期間（以下、「当期」という。）の損益状況については、経常収益は前年同期比 9億

71 百万円減少し、198 億 29 百万円となりました。うち資金運用収益が 157 億 36 百万円、役務取引等

収益が 16 億 35 百万円、その他業務収益が 3億 1百万円、その他経常収益が 21 億 56 百万円となりま

した。 

一方、経常費用は前年同期比 12 億 92 百万円増加し、156 億 31 百万円となりました。うち資金調達

費用が 8億 85 百万円、役務取引等費用が 8億 82 百万円、その他業務費用が 8百万円、営業経費が 120

億 31 百万円、その他経常費用が 18 億 23 百万円となりました。 

 以上により、当期は、経常利益は前年同期比 22 億 64 百万円減少して 41 億 98 百万円、中間純利益

は前年同期比 6億 66 百万円減少して 32 億 22 百万円となりました。 

(2)財政状態に関する説明 

 預金等(譲渡性預金含む)は、当期中 365 億円増加し、1 兆 8,599 億円となりました。一方、貸出金

は、当期中 366 億円増加し、１兆 5,101 億円となりました。 

有価証券は、当期中 190 億円増加し、3,937 億円となりました。 

総資産は、当期中 549 億円増加し、2兆 156 億円となりました。 

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成27年3月期の業績予想については、資金利益の増加に加え、一般貸倒引当金繰入額の減少及び

繰延税金資産に係る評価性引当額の減少等により、平成26年5月15日に公表した業績予想数値を以下

のとおり修正いたします。 

(単位：百万円) 

連結業績予想 個別業績予想 

前回公表値 今回公表値 増減 前回公表値 今回公表値 増減 

経常利益 6,900 7,400 500 6,800 7,300 500

当期純利益 4,300 5,100 800 4,300 5,100 800

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

(1)当中間期における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（連結の範囲の変更） 

平成26年4月1日付で、東日本オフィスサービス株式会社は、東日本ビジネスサービス株式会社を存

続会社として合併し、当第1四半期連結会計期間より、連結子会社は4社から3社に減少しております。 

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下、「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

24年5月17日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当中間連結会計期間より適用し、退職給付債務及び

勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ

変更するとともに、割引率の決定方法についても従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく

割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当中間連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利

益剰余金に加減しております。 

この結果、当中間連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が72百万円減少し、利益剰余金が46百

万円増加しております。また、当中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える

影響は軽微であります。なお、当中間連結会計期間の1株当たり純資産額、1株当たり中間純利益金額

及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額に与える影響は軽微であります。
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(4)継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。
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(4)継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。
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